
◎義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保

等に関する法律 
（平成二八年一二月一四日法律第一〇五号）（衆）   

一、提案理由（平成二八年一一月一六日・衆議院文部科学委員会） 

○河村議員 ただいま議題となりました義務教育の段階における普通教育に相当する教

育の機会の確保等に関する法律案につきまして、提出者を代表して、その提案理由及び

内容の概要を御説明申し上げます。 

 義務教育は、社会において自立的に生きる基礎となるものであります。しかしながら、

現在、約十二万人の学齢期の児童生徒が不登校の状態にあります。また、戦後の混乱期

に学校に通えなかったこと等により、夜間その他特別な時間において授業を行う、いわ

ゆる夜間中学における教育機会の提供を希望される方も多数おられます。 

 本案は、このような義務教育の段階における普通教育を十分に受けていない方の状況

に鑑み、教育機会の確保等に関する施策を総合的に推進しようとするものであり、その

主な内容は次のとおりであります。 

 第一に、基本理念として、全ての児童生徒が安心して教育を受けられる学校環境の確

保、不登校児童生徒に対する多様な学習活動の実情を踏まえた支援、年齢等にかかわり

なく教育を受ける機会を確保することなどを定めることとしております。 

 第二に、文部科学大臣は、教育機会の確保等に関する施策を推進するための基本指針

を定めることとし、その際に、地方公共団体及び民間の団体等の関係者の意見を反映さ

せるための措置を講ずることとしております。 

 第三に、不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等を図るため、国及び地方公共団

体の措置として、全児童生徒が豊かな学校生活を送り、安心して教育を受けられるよう

にするための学校における取り組みへの支援、関係者間の情報共有の促進、不登校特例

校や教育支援センターの整備等、学校以外の場における学習活動等の継続的な把握、

個々の不登校児童生徒の休養の必要性を踏まえた支援等について定めることとしており

ます。 

 第四に、夜間中学における就学の機会の提供やいわゆる自主夜間中学に対する支援、

それらの事務に関する関係する地方公共団体による協議会について定めることとしてお

ります。 

 第五に、教育機会の確保等に関するその他の施策として、調査研究、人材の確保等、

教材の提供等の学習支援、学校生活上の困難を有する児童生徒等からの相談に対応する

体制の整備等を講ずることとしております。 

 第六に、教育機会の確保等のために必要な経済的支援のあり方等に関する検討条項を

設けることとしております。 

 最後に、この法律は、夜間中学に関連する規定は公布日から、その他の規定は公布日

から起算して二月を経過した日から、それぞれ施行することとしております。 



 以上が、本法案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院文部科学委員長報告（平成二八年一一月二二日） 

○永岡桂子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、義務教育段階において普通教育を十分に受けていない者の状況に鑑み、教育

機会の確保等に関する施策を総合的に推進しようとするものであり、その主な内容は、 

 第一に、基本理念として、不登校児童生徒に対する多様な学習活動の実情を踏まえた

支援等を定めること、 

 第二に、教育機会の確保等に関する国及び地方公共団体の責務を明らかにし、必要な

財政上の措置等を講ずるよう努めるものとすること、 

 第三に、不登校児童生徒に対する教育機会の確保等を図るため、不登校児童生徒が学

校以外の場において行う学習活動の重要性に鑑み、当該児童生徒の状況に応じた学習活

動を支援するなどの必要な措置を講ずること、 

 第四に、夜間中学等における就学の機会の提供のために必要な措置を講ずること、 

 第五に、本案は、一部の規定を除いて、公布日から起算して二月を経過した日から施

行すること 

などであります。 

 本案は、第百九十回国会に提出され、継続審査となっていたものであり、今国会にお

いては、去る十一月十六日河村建夫君から提案理由の説明を聴取した後、十八日、質疑

を行い、討論、採決の結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した

次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年一一月一八日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一 本法に定める不登校児童生徒に対する支援に当たっては、全ての児童生徒に教育を 

受ける権利を保障する憲法のほか、教育基本法及び生存の確保を定める児童の権利に 

関する条約等の趣旨にのっとって、不登校の児童生徒やその保護者を追い詰めること 

のないよう配慮するとともに、児童生徒の意思を十分に尊重して支援が行われるよう 

配慮すること。 

二 本法第二条第三号に定義された不登校児童生徒への支援、その他不登校に関する施 

策の実施に当たっては、不登校は学校生活その他の様々な要因によって生じるもので 

あり、どの児童生徒にも起こり得るものであるとの視点に立って、不登校が当該児童 

生徒に起因するものと一般に受け取られないよう、また、不登校というだけで問題行 



動であると受け取られないよう配慮すること。 

三 文部科学大臣は、本法第七条の基本指針の策定に当たっては、特に児童生徒や保護 

者、学校関係者などの当事者の意見を多面的に聴取しその意見を反映させるとともに、 

本法第三条第一号に掲げる基本理念にのっとり、多様な児童生徒を包摂し共生するこ 

とのできる学校環境の実現を図ること。また、その学校環境の実現のために、教職員 

が児童生徒と向き合う時間を十分に確保できるよう、必要な措置を講ずること。 

四 本法第八条の運用に当たっては、本法第十三条の趣旨も踏まえ、例えば、いじめか 

ら身を守るために一定期間休むことを認めるなど、児童生徒の状況に応じた支援を行 

うこと。 

五 本法第三章に定める不登校児童生徒の環境や学習活動、支援などについての状況の 

把握、情報の共有に当たっては、家庭環境や学校生活におけるいじめ等の深刻な問題 

の把握に努めつつ、個人のプライバシーの保護に配慮して、原則として当該児童生徒 

や保護者の意思を尊重すること。 

六 本法第十条に定める不登校特例校の整備に当たっては、営利を目的とする団体によ 

る設置・管理には慎重を期すこととし、過度に営利を目的として教育水準の低下を招 

くおそれがある場合には、これを認めないこと。また、不登校特例校や本法第十一条 

に定める学習支援施設の運用においては、本人の意思を尊重することが重要であり、 

不登校となった児童生徒が一般の学校・学級で学ぶ権利を損ねることのないようにす 

ること。 

七 本法第十四条に定める夜間その他特別な時間において授業を行う学校における就学 

の機会の提供その他の必要な措置により、就学の機会を希望する学齢超過者に対し、 

就学の機会が可及的速やかに提供されるよう、地方公共団体は、本法第十五条に定め 

る協議会の全ての都道府県への設置に努めるとともに、政府は、地方公共団体に対し 

て積極的な支援を行うこと。 

八 夜間その他特別な時間において授業を行う学校の実態を踏まえ、教員の加配も含め 

た教職員の配置の拡充や教職員の研修の充実を図ること。 

九 不登校の児童生徒が、いわゆるフリースクール等の学校以外の場において行う多様 

な学習活動に対しては、その負担の軽減のための経済的支援の在り方について検討し、 

その結果に基づき必要な財政上の措置を講ずること。 

三、参議院文教科学委員長報告（平成二八年一二月七日） 

○赤池誠章君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、不登校児童生徒に対する教育機会の確保、夜間中学における就学の機会

の提供その他の義務教育の段階における普通教育に相当する教育機会の確保等に関する

施策を総合的に推進しようとするものであります。 

 委員会におきましては、教育機会の確保の必要性と具体的施策の在り方、本法律案に



対する当事者等の懸念とそれに対する対応策等について質疑が行われましたが、その詳

細は会議録によって御承知願いたいと存じます。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党の吉良理事より反対、希望の会

（自由・社民）の木戸口委員より反対の意見がそれぞれ述べられました。 

 討論を終わり、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年一二月六日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一、本法に定める不登校児童生徒に対する支援に当たっては、全ての児童生徒に教育を 

受ける権利を保障する憲法のほか、教育基本法及び児童の権利に関する条約等の趣旨 

にのっとり、不登校の児童生徒やその保護者を追い詰めることのないよう配慮すると 

ともに、児童生徒の意思を十分に尊重して支援が行われるよう配慮すること。 

二、本法第二条第三号に定義された不登校児童生徒への支援、その他不登校に関する施 

策の実施に当たっては、不登校は学校生活その他の様々な要因によって生じるもので 

あり、どの児童生徒にも起こり得るものであるとの視点に立って、不登校が当該児童 

生徒に起因するものと一般に受け取られないよう、また、不登校というだけで問題行 

動であると受け取られないよう配慮すること。 

三、文部科学大臣は、本法第七条の基本指針の策定に当たっては、特に児童生徒や保護 

者、学校関係者などの当事者の意見を多面的に聴取しその意見を反映させるとともに、 

本法第三条第一号に掲げる基本理念にのっとり、多様な児童生徒を包摂し共生するこ 

とのできる学校環境の実現を図ること。また、その学校環境の実現のために、教職員 

が児童生徒と向き合う時間を十分に確保できるよう、必要な措置を講ずること。 

四、本法第八条の運用に当たっては、本法第十三条の趣旨も踏まえ、例えば、いじめか 

ら身を守るために一定期間休むことを認めるなど、児童生徒の状況に応じた支援を行 

うこと。 

五、本法第三章に定める不登校児童生徒の環境や学習活動、支援などについての状況の 

把握、情報の共有に当たっては、家庭環境や学校生活におけるいじめ等の深刻な問題 

の把握に努めつつ、個人のプライバシーの保護に配慮して、原則として当該児童生徒 

や保護者の意思を尊重すること。 

六、本法第十条に定める不登校特例校の整備や第十九条に定める教材の提供その他の学 

習の支援に当たっては、営利を目的とする団体等によるものには慎重を期すこととし、 

教育水準の低下を招くおそれがある場合には、これを認めないこと。また、不登校特 

例校や本法第十一条に定める学習支援施設の運用に当たっては、本人や保護者の意思 



が最優先であるとの基本認識の下、本人や保護者の意見を聴取するなどし、不登校と 

なった児童生徒が一般の学校・学級で学ぶ権利を損ねることのないようにすること。 

七、本法第十四条に定める夜間その他特別な時間において授業を行う学校における就学 

の機会の提供その他の必要な措置により、就学の機会を希望する学齢超過者に対し、 

就学の機会が可及的速やかに提供されるよう、地方公共団体は、本法第十五条に定め 

る協議会の全ての都道府県への設置に努めるとともに、政府は、地方公共団体に対し 

て積極的な支援を行うこと。 

八、夜間その他特別な時間において授業を行う学校が、不登校の生徒を受け入れる場合 

においても、様々な事情で義務教育を受けることができなかった学齢超過者等の教育 

を保障する役割を担っていることを今後も十分に尊重するとともに、その実態を踏ま 

え、教員の加配も含めた教職員の配置の拡充や教職員の研修の充実を図ること。また、 

その整備に当たっては、地域の実情を十分に考慮し、画一的なものとならないように 

すること。 

九、不登校の児童生徒が、いわゆるフリースクール等の学校以外の場において行う多様 

な学習活動に対しては、その負担の軽減のための経済的支援の在り方について検討し、 

その結果に基づき必要な財政上の措置を講ずること。 

  右決議する。 

 


